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令和６年度（２０２４年度）の地域医療構想の具体的推進策について

方向性 具体的取組み 目標

① 地域課題の
見える化・共有

② 具体的な
連携策の検討

③ 基本計画
策定や再編等
に係る施設整備
への支援等

○ 調整会議の部会等を活用した連携策の磨き上げ

○ 地域医療構想アドバイザーによる助言及び研修会の開催

〇 地域医療提供体制のデータ分析体制の構築

○ 地域の課題解決に向けた方策検討に要する経費の補助

○ 再編等に関する基本計画策定への補助

○ 再編等を行う医療機関の施設設備整備への補助

○ 不足する病床機能への転換に対する補助

地域医療構想アドバイザー 1,282千円

地域医療構想調整会議 9,948千円

医療機能分化・連携調査研究支援事業 14,000千円

地域医療構想研修会 3,545千円

病床機能再編推進事業（ソフト） 25,000千円

病床機能再編推進事業（ハード） 53,597千円

病床機能転換整備事業 16,590千円

地
域
ご
と
の
取
組
段
階
に
応
じ
て
支
援

各圏域における
議論・取組状況
の検証・分析

民間医療機関も
含めた医療機関
の具体的対応方
針に基づく取組
の推進

再検証対象医療
機関の具体的対
応方針に基づく
取組の推進

回復期病床機能強化事業 31,000千円

上記の他、病床機能分化・連携推進事業に係る事務費 737千円
療養病床転換助成事業（国庫負担事業） 41,000千円（法定負担金）

病床機能再編支援事業(ダウンサイジング) 300,000千円

Ｒ６当初予算要求内容 526,504千円

感染症対応をとおして
確認された公立・公的
医療機関が担うべき役
割等も踏まえつつ検討

R6.6
医療政策課

R5：547,464千
（▲20,960千円）

地域医療データ分析体制構築事業 29,805千円新
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令和６年度（２０２４年度）地域医療構想関係の主な事業について①

地域医療構想研修会 3,545千円

病床機能再編推進事業（ソフト） 25,000千円

病床機能再編推進事業（ハード） 53,597千円

地域医療構想調整会議において、各種データから地域課題を確認し、課題解決を議論するため、地域医療構想ア
ドバイザーを選出し、医療関係者等における地域医療構想の必要性に対する理解向上等のための「地域医療構想研
修会」を開催する。

複数の医療機関で行う病床機能の再編に対して、再編に関する基本構想・計画策定を補助する。

（上限額） （計画数） （補助率）
5,000千円 × 5計画 × 10/10 ＝ 25,000千円 （令和５年度実績：１医療機関）

複数の医療機関で行う病床機能の再編に対して、再編に伴う施設・設備整備費用を助成する。
［例］病室から相談室への改修、訪問診療車の購入 など

（補助率）1/2 ※「重点支援区域」の場合は3/4 （令和５年度実績：４医療機関）

Ｒ元年度創設

Ｒ２年度創設

医療機能分化・連携調査研究支援事業 14,000千円

医師会等が行う将来の病床機能及び外来機能の分化・連携に関する調査・研究を補助する。
［例］二次救急医療病院での応需率改善のための救急医療体制調査（救急医療機関・消防本部に対し調査）など

（上限額） （団体数） （補助率）
2,000千円 × 7団体 × 10/10 ＝ 14,000千円 （令和５年度実績：－）※令和４年度に２団体あり

Ｒ２年度創設

地域医療介護総合確保基金（医療分）を活用して県で予算化した地域医療構想関係の主な事業概要は以下のとおり。
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病床機能転換整備事業 16,590千円

回復期病床機能強化事業 31,000千円（①30,000千円②1,000千円）

病床機能再編支援事業 300,000千円

地域医療構想調整会議の合意を踏まえて行う医療機関の自主的な病床の再編や削減に対し、病床の削減数に
応じた給付金（1,140千円～2,280千円／１床）※1を交付する。

（補助率）10/10 （令和５年度実績：8医療機関）

「不足する病床機能」以外の病床機能から「不足する病床機能」に転換を図る一般病床又は療養病床を有する
病院・有床診療所に対して施設・設備整備費用を助成する。
［例］高度急性期機能への転換のためのHCU整備 など

（補助率）1/2 （令和５年度実績：－）※令和３年度に有明圏域で活用実績あり

① 回復期の病床機能を有する医療機関が実施する、回復期機能の強化に必要な医療機器等の購入費に対する補助
［例］リハビリテーションリフトの購入、自転車エルゴメーターの購入 など

（上限額）10,000千円/事業者（補助率）1/3 （令和５年度実績：18医療機関）

② 医療従事者（主に、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等）を対象とした、知識・技術を習得するための
研修を行う医療関係団体に対して補助する。

（上限額）500千円/団体（補助率）10/10 （令和５年度実績：１団体）

Ｒ２年度創設

令和６年度（２０２４年度）地域医療構想関係の主な事業について②

○ 医療機関や地域での検討が進むよう、活用できる事業について、県ホームページや医師会等を通じて、
事業の周知を図る。

○ 事業の実施にあたっては、必要に応じて地域調整会議で協議を行う。
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医療介護基金積立てに係る負担割合＝国10/10
（病床機能再編支援事業以外は国2/3、県1/3）

※1：病床稼働率に応じて１床あたりの単価が変動



【２.統合支援給付金支給事業】
統合（廃止病院あり）に伴い病床数を減少する場合のコスト等に充当するため、

統合計画に参加する医療機関（統合関係医療機関）全体で減少する病床１床当た
り、病床稼働率に応じた額を支給（配分は統合関係医療機関全体で調整）

※重点支援区域として指定された関係医療機関については一層手厚く支援
※統合関係医療機関の対象３区分の総病床数が10％以上減少する場合に対象

病床機能再編支援事業（地域医療介護総合確保基金 事業区分Ⅰ－２）

○中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウイルス感染症への対応により顕在化した地域医療の

課題への対応を含め、地域の実情に応じた質の高い効率的な医療提供体制を構築する必要がある。

〇こうした中、地域医療構想の実現を図る観点から、地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ、自主的に行われる病床減少を伴

う病床機能再編や、病床減少を伴う医療機関の統合等に取り組む際の財政支援*1を実施する。

○令和２年度に予算事業として措置された本事業について法改正を行い、新たに地域医療介護総合確保基金の中に位置付け、

引き続き事業を実施する。【補助スキーム：定額補助（国１０／１０）】

【１.単独支援給付金支給事業】
病床数の減少を伴う病床機能再編に関する計画を作成した医療機関（統合によ

り廃止する場合も含む）に対し、減少する病床1床当たり、病床稼働率に応じた
額を支給

※病床機能再編後の対象３区分*2の許可病床数が、平成30年度病床機能報告における
対象３区分として報告された稼働病床数の合計の90％以下となること

【３.債務整理支援給付金支給事業】
統合（廃止病院あり）に伴い病床数を減少する場合において、廃止される医

療機関の残債を統合後に残る医療機関に承継させる場合、当該引継債務に発生す
る利子について一定の上限を設けて統合後医療機関へ支給

※統合関係医療機関の対象３区分の総病床数の10％以上減少する場合に対象
※承継に伴い当該引継ぎ債務を金融機関等からの融資に借り換えた場合に限る

病床200床

「単独医療機関」の取組に対する財政支援

再編

減少する病床数
について支給

Ａ病院：200床

Ｂ病院：100床
廃止（廃業）

統合後のＡ総合病院
250床

純減した50床について支給
配分はＢ病院を含めた統合
関係医療機関全体で調整

*1 財政支援 ･･･使途に制約のない給付金を支給
*2 対象３区分･･･高度急性期機能、急性期機能、慢性期機能

病床150床

債務

金利

債務 承継

引き継いだ債務の
利子負担を軽減

利子
総額

支給

廃止となる病院 統合後の病院

統合

計
画
作
成

統合関係医療機関

令和４年度予算額：地域医療介護総合確保基金（医療分）
公費1,029億円の内数（195億円）

計
画
作
成

「複数医療機関」の取組に対する財政支援
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給付対象の判断基準について
（病床機能再編支援事業）

地域医療構想調整会議において、２０２５年に向け、引
き続き、地域のニーズに応じた医療を提供する役割を担う
ことが確認できた医療機関が給付対象となる。

例：急性期、慢性期病床の病床数を減少し、回復期機能の強化を図る
地域のニーズを踏まえ、外来、在宅医療等に注力する 等

病床数の減少後も地域で
必要な役割を担う場合

病床数の減少に伴い
医療機関を廃止する場合

※ただし事業承継等により、地域に必要な
医療が継続して提供される場合は除く。

対 象

対象外

＜具体的なイメージ＞
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